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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

３．株価収益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４．当社は平成14年４月１日において連結子会社を解散したため、第69期（自平成14年４月１日 至 平成15年３月31

日）、第70期（自平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）、第71期（自平成16年４月１日 至 平成17年３月31

日）および第72期（自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）においては、連結財務諸表を作成しておりませんの

で連結経営指標については、記載しておりません。 

  

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 4,340,300 － － － －

経常損益（千円） △441,361 － － － －

当期純損益（千円） △1,617,350 － － － －

純資産額（千円） 1,204,895 － － － －

総資産額（千円） 4,763,847 － － － －

１株当たり純資産額（円） 59.09 － － － －

１株当たり当期純損益（円） △79.30 － － － －

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 25.29 － － － －

自己資本利益率（％） △134.23 － － － －

株価収益率（倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△459,457 － － － －

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

510,936 － － － －

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△150,427 － － － －

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

299,714 － － － －

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

158 
[172] 

－ － － －



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第68期は、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、各活動によるキャッシュ・フローを記載しておりませ

ん。 

４．平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成14年９月25日企業会計基準

第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会平成14年９月25日企業会計

基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．持分法を適用した場合の投資利益については、第68期、第69期、第70期および第71期は重要な影響を及ぼさないため記

載しておりません。また、第72期は関連会社がないため記載しておりません。 

６．株価収益率については、第68期、第69期、第70期および第72期は当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

７．第72期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

  

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（千円） 4,438,184 3,610,735 3,267,169 2,828,063 4,615,617

経常損益（千円） △396,974 △215,645 △122,020 △205,578 △260,700

当期純損益（千円） △2,513,019 △515,649 △166,278 556,009 △1,067,799

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 3,450,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,699,968

発行済株式総数（株） 20,400,000 20,400,000 20,400,000 20,400,000 31,337,000

純資産額（千円） 1,204,481 692,804 527,765 1,083,023 1,416,245

総資産額（千円） 4,670,404 4,311,515 4,089,140 4,036,480 2,714,358

１株当たり純資産額（円） 59.07 34.01 25.93 53.27 45.33

１株当たり配当額 
（１株当たり中間配当額）
（円） 

－ 
(－) 

－
(－) 

－
（－) 

－ 
（－) 

－
（－) 

１株当たり当期純損益（円） △123.22 △25.30 △8.17 27.33 △36.28

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 25.79 16.07 12.91 26.83 52.18

自己資本利益率（％） △208.64 △74.43 △31.51 69.04 △85.45

株価収益率（倍） － － － 4.98 －

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

－ △418,001 △218,648 △311,287 126,713

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

－ 188,781 60,863 1,319,528 △127,498

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

－ 155,009 147,461 △233,127 △830,313

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

－ 160,860 150,537 925,651 94,553

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

147 
[104] 

94
[137] 

91
[127] 

84 
[135] 

172
[211] 



２【沿革】 

 当社グループは大正10年より乾燥海産原料を主体とした佃煮製造業者として、それぞれ独自な技術と優秀な設備で全国的に知

られていた４製造業者が合併して、昭和９年12月20日資本金100万円により帝国食品株式会社（初代社長内田嘉十郎）を設立し

た。 

昭和13年４月 福岡県小倉市（現・北九州市小倉北区）に九州営業所設置 

昭和20年４月 東京工場内に本社事務所を設置 

昭和26年３月 北海道函館市に函館支店・函館工場を開設 

昭和31年４月 北海道札幌市に札幌出張所開設 

昭和37年11月 東京証券取引所の市場第２部へ上場 

昭和38年４月 愛知県名古屋市に名古屋出張所開設 

昭和53年７月 関西支店を大阪府茨木市の同卸売団地に開設 

昭和54年10月 株式会社テイショクと社名変更 

昭和56年７月 宮城県仙台市に東北営業所開設 

昭和60年６月 福岡県大野城市に福岡工場を開設 

昭和61年10月 東京都荒川区に東京支店を開設 

昭和62年４月 関西支店を兵庫県尼崎市に移転 

昭和63年７月 ミヒロ食品株式会社と社名変更 

９月 本社を東京都渋谷区に移転、不動産事業部を設置 

平成元年６月 愛媛県松山市に松山営業所開設 

７月 熊本県熊本市に熊本営業所開設 

平成３年９月 松山営業所を大阪支店に吸収、熊本営業所を福岡県福岡市に移転し福岡営業所と改称 

平成４年８月 福岡工場を閉鎖。同所に九州営業所を移転し、併わせて福岡営業所を併合 

10月 株式会社ローマイヤと合併 

平成５年４月 エルエムフーズ株式会社と社名変更 

平成５年９月 東京都中央区日本橋にビアレストラン「ローマイヤハウス日本橋店」を開店 

平成６年10月 埼玉県大里郡妻沼町（現・熊谷市江波）にデリカセンターを開設 

平成９年３月 福岡営業所及び函館営業所閉鎖 

平成９年３月 函館工場を子会社ローマイヤデリカ株式会社に譲渡 

平成10年１月 伊藤ハム株式会社と包括的業務提携を締結 

平成10年８月 大坂支店を大阪市淀川区に移転し、併わせてセントラルキッチンを廃止 

平成11年１月 名古屋営業所を名古屋市中村区に移転し、併わせてセントラルキッチンを廃止 

平成11年７月 本社を東京都目黒区に移転 

平成12年１月 伊藤ハム株式会社との業務提携を終了 

平成12年２月 スターゼン株式会社と資本提携を伴う業務提携契約を締結 

平成12年10月 ローマイヤ株式会社と社名変更 

平成13年３月 伝統食品部門を廃止 

平成13年５月 大阪支店、札幌営業所及び仙台営業所を閉鎖 

平成13年７月 ローマイヤデリカ株式会社の函館工場を閉鎖し譲渡 

平成14年３月 名古屋営業所を閉鎖 

平成14年４月 ローマイヤデリカ株式会社を解散 

平成14年12月 銀座ローマイヤレストラン株式会社（現・株式会社スターダイニングシステム）に出資 

平成15年４月 ローマイヤ販売株式会社を解散 

平成17年６月 スターゼン株式会社への第三者割当増資により同社の子会社となる 

平成17年10月 株式会社栃木ゼンチクの営業全部を譲受 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社と親会社１社で構成されており、食肉加工品及び洋風惣菜等の製造販売を主な事業内容としておりま

す。なお、当社の子会社および持分法適用会社はありません。 

 当社の事業内容及び当社と親会社の当該事業に係る位置付は次のとおりであります。 

 なお、次の２部門については当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しておりま

す。 

１．加工食品部門………主要な製造及び販売品目は、食肉加工品（ハム・ソーセージ等）および洋風惣菜（グラタン・シ

チュー・サラダ等）であります。 

２．その他事業…………主要な業務内容は産業給食の受託事業で、当社が行っております。 

  

［事業系統図］ 

  

 

 （注） 1．平成17年5月18日に当社取締役会において、スターゼン株式会社を割当先とする第三者割当増資を決議し、同社

は平成17年6月6日に払込を完了し、当社の発行済株式総数の過半数を所有することになり、当社はスターゼン株

式会社の子会社となりました。 

2．当社は連結子会社を有しておりません。 

3．前事業年度まで主要株主だった有限会社忍総業は、当社株式所有割合が10.0％を下回ったため、主要株主に該当

しなくなりました。 

  



４【関係会社の状況】 

 （注） 有価証券報告書を提出しております。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

事業内容
議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

(親会社） 
スターゼン㈱ 
 (注） 

東京都港区 9,899,754 
食肉販売及び
加工食肉製品
の製造販売 

58.86
当社商品の購入、当社へ原料の供
給及び資金の貸借をしています。
役員の兼任があります。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は年

間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は「ローマイヤ労働組合」と称し、日本食品関連産業労働組合連合会に属しております。当該労働組合の組

合員数は14名であります。なお、労使関係については安定しております。 

  

  

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

172（211） 41.86 15.07 4,835,691 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当事業年度のわが国経済は、企業の設備投資の増加や雇用情勢の改善などにより、景気は緩やかな回復基調を続

けておりますが、当加工食品業界におきましては、原油価格の高騰、米国産牛肉の再輸入停止措置や世界的に拡大

した鳥インフルエンザなどの影響により原料価格が高騰し、厳しい経営環境が依然として続いております。 

  このような状況下で、当社は、平成17年６月にスターゼン株式会社を割当先とする第三者割当増資を行い、ま

た、10月には同社の100％子会社であるハム・ソーセージ等を製造しております株式会社栃木ゼンチクの営業全部

を譲り受ける等の施策を実施し、自己資本の充実、経営基盤の強化、加工食品メーカーとして業容の拡大、生産の

効率化など事業の強化拡充を図ってまいりました。また、営業面においては、量販営業部門をスターゼン株式会社

に移管し営業の効率化を図るとともに、新商品の開発強化や直売店の活性化などを進めて業績の向上を期してまい

りました。 

  しかしながら、当期の売上高は、株式会社栃木ゼンチクの営業譲受により46億15百万円（前期比163.2％）とな

りましたが、経常損失は2億60百万円（前期経常損失2億5百万円）、また固定資産の減損処理によりまして特別損

失が大幅に増加し、当期純損失は10億67百万円（前期純利益5億56百万円）となりました。 

  

主な部門別の営業概況は次のとおりです。 

①加工食品部門 

       加工食品部門は、直売店のリニューアル、店舗への販売管理システムの導入や原材料にこだわったハ

ム・ソーセージなど新商品の開発等を進めて販売の強化改善に努めてまいりました。しかし、百貨店・量

販店の売上が伸び悩み、更にＯＥＭ受託の減少もあって、当初の目標にはいたりませんでしたが、栃木工

場の売上が加わり、当期の売上高は45億53百万円（前期比167.3％）となりました。 

②その他事業 

       社員食堂の運営受託業務が主なものですが、社員食堂の受託先事業所が減少したことにより、当期の売

上高は62百万円（前期比58.2％）にとどまりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という）は、９４百万円（前年同期９億２５百万円）で

前事業年度末と比べ８億３１百万円減少いたしました。 

  

各キャッシュ・フローの状態は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果得られた資金は１億２６百万円（前期は３億１１百万円の使用）となりました。これは主

に、仕入債務の増加が、当事業年度の経常損失や売上債権の増加を上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果使用した資金は１億２７百万円（前期は１３億１９百万円の収入）となりました。これは主

に、当社工場の固定資産の売却代金がありましたが、営業譲受に伴う支出が上回ったことによるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果使用した資金は８億３０百万円（前年は２億３３百万円の使用）となりました。これは主

に、第三者割当増資で新株発行による収入がありましたが、長期借入金の返済による支出の方が上回ったため

であります。 

  



２【生産・受注及び販売の状況】 

 当社の生産・販売品目は多種多様であり、かつ協力工場の利用も行われており、受注生産形態をとらない製品が大半であ

り、事業部門ごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。このため生産、受注及び販売の

状況については、「１．業績等の概要」における各事業部門別業績に関連付けて示しております。 

(注）１．当事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

   （1）現状の認識と課題 

当社は継続的な営業損失を計上しており、この状況から脱し営業利益の黒字化を達成できる体制を作り上げることが緊

急且つ最重要課題だと認識しております。 

当社は、自己資本を充実させるとともに経営基盤の安定を図る目的で、平成17年6月6日にはスターゼン株式会社を割当

先とする第三者割当増資を実行しましたことにより、同社の子会社となりました。また、スターゼン株式会社の100％子会

社であるハム・ソーセージ等を製造しております株式会社栃木ゼンチクの営業を平成17年10月1日に譲り受けました。同社

との統合の効果を最大限に発揮させるべく、7月より取締役および監査役で構成する経営委員会を月１回乃至２回開催して

協議し、今後の施策を策定いたしました。本計画では、金利負担を軽減するため、９月に親会社であるスターゼン株式会

社へ工場の固定資産を売却し、量販の販売先を同社に移管し営業部門の効率化を図るとともに、業務用製品の販売強化、

直売店の管理・販売の強化などの施策を推し進めてまいりました。更に、資金面ではスターゼン株式会社の資金管理シス

テムを導入し、資金の余剰や不足を調整して資金の効率化を図ってまいりました。しかしながら、当事業年度は、結果と

して利益は計画の目標額に到達出来ずに終わりました。 

  

  （2）対処方針および取組状況等  

今後、取締役および監査役で構成する経営委員会を引き続き開催し、前述の実行施策の効果を更に高める施策を策定し

てまいります。生産面では、埼玉・栃木両工場の生産品目のすみわけを行い生産効率を高めること、両工場での共同購入

によるコスト低減、仕入や在庫などの管理基準の統一化などを図ってまいります。商品開発につきましては、社内横断的

な開発プロジェクトチームを結成し外部の専門家にも委託し安全安心な商品づくりはもとより売れる商品づくりを進めて

まいります。また、営業面では、業務用食材の新チャネルの開拓、ギフトの販路拡大、直売店での新商品の投入と拡売な

どにより売上拡大を図るとともに、人材の育成にも力を注いでまいります。引き続き、資金面では、スターゼン株式会社

の資金管理システムを利用し、効率良く資金を管理してまいります。 

  

相 手 先 

当事業年度
（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

金 額（千円） 割 合（％） 

スターゼン株式会社 2,364,473 51.23 



４【事業等のリスク】 

    有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項には、以下のようなものがあります。 

    なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

  （１）財政状態および経営成績について 

 当社は、継続的な営業損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況が続いております。当該状

況を本有価証券報告書に注記として記載しており、当社への取引先の対応の変化が考えられ、財政状態および経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

  （２）食肉製品の原料について 

 当社の製品の原料は、主として豚肉でありますが、その他牛肉や鶏肉を使用しており、その原料の原産国は日本国内、ア

メリカ、カナダ、デンマーク、オーストラリア、アジア等各国にわたっております。豚は口蹄疫、牛はＢＳＥ、鶏は鳥イン

フルエンザなど最近世界各国で発生し問題となっております。安全面、価格面、仕入量の確保など、当社の製品価格や販売

に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社は当社の親会社である食肉卸大手のスターゼン株式会社と業務提携を締結しており、トレーサビリティーの確かな原

料の使用、原料の安定供給などの恩恵を受けております。一方、当社といたしましても、お客様への安全・安心面から、例

えば、牛エキスを使用しない製品の開発を行っており、リスクの軽減を図っております。 

  

  （３）食品の表示について 

 食品の多様化、消費者の食品の品質及び安全性や健康に対する関心の高まり等に対応して、アレルギー物質、添加物、賞

味期限などの食品の表示制度が充実強化され、違反した場合の罰則も厳しくなっております。当社は細心の注意を払って、

仕入業者から成分表を取り寄せ調査分析を行っておりますが、万が一にも混入または誤表示することはないとは言い切れな

いリスクを負っております。 

  

  （４）個人情報漏洩等について 

 当社は、平成17年4月1日より施行されました個人情報保護法を遵守するために、平成17年3月16日に「個人情報の取り扱い

に関する規定」及び「個人情報の取り扱いに関する細則」を制定するとともに、全従業員に周知徹底を図っております。当

社は主に百貨店を中心とする中元や歳暮ギフトのご依頼主やお届け先の個人情報を取り扱っております。また、ギフトの配

送を宅配業者に依頼しております。当社は個人情報保護の重要性を従業員に十分に認識させ、保管管理を徹底しております

が、万一個人情報の漏洩や不正利用などが生じた場合、個人情報保護法に基づく業務規定違反として勧告、命令、罰則処分

を受ける可能性があります。これにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

１．業務提携契約の締結 

 当社は、平成12年２月９日付にて、スターゼン株式会社との間で、加工食品事業に関する資本提携を伴う業務提携契約を締

結（契約期間は契約締結日から１年間とし、特段の申し出のない限り更新するものとする。）しております。当社とスターゼ

ン株式会社はハム・ソーセージおよび惣菜等加工食品類の製造および販売等を相互に強化するため、密接な協力関係を築き、

各々の事業の拡充を図っております。提携の具体的な内容につきましては、(1）原料の供給、(2）商品等の配送協力、(3）Ｏ

ＥＭ生産を含む商品の供給、(4）商標の使用許諾、(5）人事交流等を主な柱としております。 

  

  ２.営業譲渡契約書の締結 

    当社は平成17年5月18日にスターゼン株式会社の100％子会社である株式会社栃木ゼンチクとの間で営業譲渡契約書を締結い

たしました。同社はハム・ソーセージを製造しており、スターゼングループを通じて、スーパーや業務用に食肉加工品を提供

しております。平成17年10月1日に当社は同社の営業全部を譲り受けました。これにより、当社は生産の効率化、間接部門等の

合理化をはかり、幅広い商品の供給が可能となりますことから業容の拡大を図り、業績の改善を図るものです。 

   本譲受による価格は412,767千円で、内訳は以下のとおりであります。 

      たな卸資産  195,944千円  有形固定資産 14,077千円 営業権 200,000千円 

      電話加入権    727千円  出資金     2,018千円 

  

３．業務提携契約の終了 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当社は「食を通じて社会に貢献する」をビジョンに掲げており、「お客様第一主義」を基本理念としております。つまり、

お客様には美味しく、安全であり、安心して召し上がっていただけることを基本コンセプトとして新商品の開発に取り組んで

おります。当社の新商品の開発は、各部門より横断的に選抜してプロジェクトチームを結成し、ハム・ソーセージ開発チーム

とデリカ惣菜開発チームにそれぞれ専門家を配して取り組んでおります。ハム・ソーセージ開発チームは栃木工場及び埼玉工

場の両工場が中心になって８名の構成、また、デリカ惣菜開発チームは埼玉工場デリカ部門と営業部門が中心となり７名の構

成で、スピードをあげて開発を推進しております。また、より開発力を高めるため外部の専門家にも委託しております。 

 当事業年度は、ハム・ソーセージにおいては昨年の10月に統合いたしました栃木工場（旧株式会社栃木ゼンチク）の製造技

術を生かした新ブランド「ローマイヤ・那須の森」を発売いたしました。更に、今後は、ローマイヤブランドにふさわしい商

品を開発してまいります。惣菜につきましても、お客様のニーズに合った美味しく安心できる商品の開発に注力してまいりま

す。 

 なお、当事業年度の研究開発費は17,032千円であります。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  

  文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。  

   （１）重要な会計方針および見積もり 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。 

 当社経営陣は、財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数字および偶発資産・負債の開示、ならび

に報告期間における収入・費用の報告数字に影響を与える見積もりおよび仮定設定を行わなければなりません。経営陣

は、費用の認識、貸倒債権、退職給付費用に関する見積もりおよび判断に対して、継続して評価を行っております。経

営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積もりおよび判断を行い、その結果

は、他の方法では判定しにくい資産・負債の簿価および収入・費用の報告数字についての基礎となります。実際の結果

は、見積もり特有の不確実性があるため、これらの見積もりと異なる場合があります。 

 当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積もりに大

きな影響を及ぼすと考えております。 

     ①費用の認識 

 当社は当事業年度に発生したと思われる顧客への割戻金、センターフィー、その他諸費用を過去の実績に基づいた見

積り額を計上しております。実際の費用が見積り額を上回る可能性があります。 

     ②貸倒引当金 

 当社は売上債権等を顧客の支払不能時に発生する損失の見積り額について、貸倒引当金を計上しております。顧客の

財務状態が悪化し、その支払い能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

     ③退職給付引当金 

 当社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。そのため、退職給付費用は年金財政計算上の責任準

備金および当事業年度末の年金資産を見積もり計算した数値であり、実際の数値とは異なる可能性があります。 

      

   （２）当事業年度の経営成績の分析 

 当事業年度の売上高につきましては、1 業績等の概要（1）業績に記載のとおりです。売上原価は栃木工場が加わった

ことや原料価格の高止まりや原油高騰の資材等のコスト上昇などで前事業年度より18億60百万円増加し、売上総利益は

73百万円減少いたしました。販売費及び一般管理費は販売運賃や広告宣伝費などの減少により、前事業年度より13百万

円減となっております。営業損失は2億34百万円で前事業年度より59百万円増加しております。 

営業外損益では、支払利息が銀行等からの借入金の大幅な減少により前事業年度より36百万円減少しております。経

常損失は前事業年度より55百万円増加し、2億60百万円となりました。 

 特別利益は資産の売却益で2百万円、特別損失は減損損失で7億75百万円のほか合計が7億99百万円となったため、当期

純損失は10億67百万円となり、前期繰越損失を加えた当期未処理損失が11億93百万円となっております。 

  

   （３）財政状態の分析 

       当事業年度のキャッシュフローにつきましては、1 業績等の概要（2）キャッシュフローの状況のとおりです。 

  

     ① 資産の部 

       当事業年度末の現金および預金につきましては、大幅な借入返済を行ったため、前事業年度末と比べ、8億36百万円の

減少となっております。売掛金やたな卸資産は栃木工場分が加わったため増加となっております。短期貸付金は資金効

率アップを図ったスターゼン株式会社の資金管理システムを利用した同社への貸付金であります。 

       有形固定資産につきましては、前事業年度より11億45百万円減少いたしました。減損処理による減少が7億75百万円、

埼玉工場の建物や設備等を売却したため3億55百万円減少したことによるものです。無形固定資産の内、営業権は株式会

社栃木ゼンチクの営業を買い取ったもので、当事業年度で40百万円償却し、残高は1億60百万円となっております。 

       繰延資産は第三者割当増資時の新株発行費用を計上したものであります。 

     ② 負債の部 

       買掛金は栃木工場の原料等の仕入代金で4億76百万円と大幅に増加しております。1年以内返済予定の長期借入金と固

定負債の借入金の合計は2億83百万円で、前事業年度と比べますと21億88百万円減少いたしました。 

     ③ 資本の部 

       平成17年6月に実施した第三者割当増資により、資本金及び資本準備金がそれぞれ6億99百万円増加しましたが、当事

業年度の純損失が10億67百万円となり、資本の部の合計は14億16百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

   当事業年度の主な設備投資等 

  当事業年度においては直売店の活性化を図るためリニューアルを中心に14百万円の投資、また、株式会社栃木ゼンチクの営

業譲受に伴う有形固定資産の取得は14百万円であります。 

  なお、当事業年度で重要な設備の除却、売却等につきましては、埼玉工場の建物、構築物及び機械装置の大半を金利負担軽

減のため、平成17年9月に総額3億55百万円の帳簿価格でスターゼン株式会社へ売却しました。当社は同社より賃借し、引き続

き工場として使用しております。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

１．上記のほか、埼玉工場は建物、構築物及び機械装置を、栃木工場は建物、構築物、機械装置及び土地を賃借しております。 

２．帳簿価額には、消費税等を含めておりません。 

３．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当事業年度末現在において、重要な新設、拡充、改修、除却、売却の計画はありません。 

  

  

      （平成18年３月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 

建物及び構
築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡）

合計 
（千円） 

埼玉工場 
（埼玉県熊谷市） 

加工食品部門 
食肉加工食品製造
設備 

32,705 2,727 5,550
1,419,193
(19,249.42)

1,460,176 
30 
［54］ 

栃木工場 
（栃木県那須塩原市） 

加工食品部門 
食肉加工食品製造
設備 

－ 2,359 4,448 － 6,808 
95 
［83］ 

本社 
（東京都目黒区） 

管理本部 全社的管理業務 3,598 － 22,595 － 26,194 
19 
［－］ 

賃貸物件他 不動産部門 賃貸他 7,282 80 301
73,820

(15,250.78)
81,484 

  
[－] 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．欠損填補による取崩 

平成14年６月26日開催の第68回定時株主総会の決議に基づき、損失処理として資本準備金522,613千円の取崩による欠損

填補を行ないました。 

２．減資 

平成14年６月26日開催の第68回定時株主総会において資本減少が決議され平成14年８月６日をもって効力が発生してお

ります。 

３．第三者割当 

発行価格   128円 

資本組入れ額  64円 

割当先    スターゼン株式会社 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 65,900,000 

計 65,900,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数  
（株） 

（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 31,337,000 31,337,000
東京証券取引所
市場第二部 

－ 

計 31,337,000 31,337,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年６月26日
（注）１． 

－ 20,400 － 3,450,000 △522,613 200,000

平成14年８月６日
（注）２． 

－ 20,400 △2,450,000 1,000,000 － 200,000

平成17年６月６日
（注）３． 

10,937 31,337 699,968 1,699,968 699,968 899,968



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式のうち94,000株（94単元）は「個人その他」の欄に、単元未満856株は「単元未満株式の状況」欄に含めて記載

しております。 

なお、自己株式94,856株は株主名簿上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有残高は93,856株であります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注） １．上記のほか、自己株式が93千株あります。 

２．前事業年度末現在主要株主であった有限会社忍総業は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

    平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 3 12 48 5 3 7,651 7,722 － 

所有株式数
（単元） 

－ 180 706 18,330 43 3 11,600 30,862 475,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 0.58 2.29 59.39 0.14 0.01 37.59 100.00 － 

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スターゼン株式会社 東京都港区港南2-5-7 18,108 57.78 

日興シティグループ証券  
株式会社 

東京都港区赤坂5-2-20
赤坂パークビルヂング 

363 1.16 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 124 0.40 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 100 0.32 

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-13-14 85 0.27 

ローマイヤ従業員持株会 東京都目黒区目黒3-9-1 69 0.22 

岩倉 靖夫 三重県伊賀市上野丸之内176-4 64 0.20 

小田野 耕一 神奈川県川崎市麻生区王禅寺東1-6-4 61 0.19 

常楽商工株式会社 東京都渋谷区神宮前6-12-18 50 0.16 

津本 忠夫 広島県呉市西中央1-4-1 50 0.16 

計 － 19,074 60.87 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式」の「その他」の欄には、証券保管振替機構名義の株式5,000株と、自己名義の株式1,000株が含まれて

おります。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義および自己名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個は含めておりません。

  

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
  
普通株式   93,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,769,000 30,763 － 

単元未満株式 普通株式  475,000 － － 

発行済株式総数      31,337,000 － － 

総株主の議決権 － 30,763 － 

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ローマイヤ株式会
社 

東京都目黒区目黒
3-9-1 

93,000 － 93,000 0.30

計 － 93,000 － 93,000 0.30



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項ありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項ありません。 

  



３【配当政策】 

 利益配分の基本方針につきましては、当社は株主の皆様に対して利益配分が企業の重要な責務であると認識しており、そのた

めには、確固たる経営基盤を築き利益体質を確立し、一日も早く業績に裏づけされた成果の配分を行うことができるよう努力し

てまいります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

  

  

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 147 78 95 154 237 

最低（円） 51 30 33 81 123 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 235 198 197 189 181 187 

最低（円） 179 185 175 162 144 155 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有  
株式数 
（千株）

取締役会長 
(代表取締役) 

  

中野 曹一 昭和21年１月17日生

平成元年４月 畜産振興事業団（現農畜産業振興機構） 

補給金課長 

平成３年１月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱）輸入事業部長 

平成９年６月 同社 取締役 総合企画部長 

平成13年６月 当社 常務取締役 

平成15年４月 スターゼン㈱取締役執行役員（現任） 

平成15年６月 当社 代表取締役社長 

平成17年６月 当社 代表取締役会長（現任） 

12

取締役社長 
（代表取締役） 

  

目黒 東 昭和21年７月31日生

平成６年10月 ㈱栃木ゼンチク常務取締役 

平成９年３月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

加工食品事業本部長 

平成12年３月 同社 執行役員（現任） 

平成14年４月 ㈱栃木ゼンチク代表取締役社長 

平成14年６月 当社 取締役 

平成17年６月 当社 代表取締役社長（現任） 

4

常務取締役 総務経理担当 野口 一世 昭和22年４月９日生

平成２年７月 ㈱ローマイヤ 経理部長 

平成３年５月 同社 取締役 経理部長 

平成４年６月 当社 取締役 経理部長 

平成13年６月 当社 取締役 財務経理部長 

平成15年６月 当社 常務取締役（現任） 

8

常務取締役 営業担当 馬見新 博 昭和23年5月6日生

平成10年３月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

営業所統括部長 

平成13年１月 同社 営業所本部副本部長 

平成16年10月 同社 執行役員（現任） 

平成17年６月 当社 常務取締役（現任） 

1

取締役 製造担当 小森 公夫 昭和28年５月30日生

昭和47年４月 帝人食品㈱（現 ㈱栃木ゼンチク）入社 

平成９年２月 同社 本社工場長 

平成11年10月 同社 取締役工場長 

平成17年６月 当社 取締役（現任） 

0

取締役 

  

鶉橋 誠一 昭和15年８月９日生

昭和48年５月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

取締役企画開発部長 

昭和56年６月 同社 専務取締役営業所本部長 

昭和58年８月 同社 代表取締役副社長 

昭和61年６月 同社 代表取締役社長 

平成12年６月 当社 代表取締役会長 

平成15年４月 スターゼン㈱ 代表取締役社長 

社長執行役員（現任） 

平成17年６月 当社 取締役（現任） 

2

取締役 

  

中津濵 健 昭和25年１月19日生

平成元年１月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

販売開発部長 

平成10年３月 同社 販売本部副本部長 

平成12年３月 同社 業務執行役員 

㈱ゼンチク販売常務取締役 

平成16年６月 スターゼン㈱取締役、執行役員 販売本部長 

㈱ゼンチク販売代表取締役社長（現任） 

平成17年２月 スターゼン㈱取締役、執行役員 国内営業

本部長（現任） 

平成17年６月 当社 取締役（現任） 

0



 （注） 高尾寿郎、中井俊夫および渡辺哲夫の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有  
株式数 
（千株）

監査役 
（常勤） 

  

山岡 時夫 昭和23年２月26日生

平成２年７月 ㈱ローマイヤ 埼玉工場製造部長 

平成３年５月 同社 取締役製造部長 

平成４年６月 当社 取締役埼玉工場製造部長 

平成11年６月 当社 常勤監査役（現任） 

11

監査役 

  

高尾 寿郎 大正14年11月12日生

昭和38年５月 全国畜産㈱（現スターゼン㈱）取締役 

昭和52年６月 同社 常務取締役 

平成元年６月 同社 代表取締役副社長 

平成９年６月 同社 取締役相談役 

平成12年６月 当社 監査役（現任） 

平成14年６月 スターゼン㈱常勤監査役（現任） 

－

監査役 

  

中井 俊夫 昭和29年８月３日生

平成５年７月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

経理部経理室長 

平成12年３月 同社 財務部長 

平成12年６月 当社 監査役 

平成16年10月 スターゼン㈱ 

 財務経理統括部長兼財務部長 

平成17年４月 同社 執行役員 

財務経理統括部長（現任） 

平成17年６月 当社 監査役（現任） 

0

監査役 

  

渡辺 哲夫 昭和30年１月17日生

平成５年４月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

       山口営業所所長 

平成14年５月 同社 営業所統括部 

       営業所統括グループリーダー 

平成15年２月 同社 国内営業本部 

       国内営業管理部部長（現任） 

平成18年６月 当社 監査役（現任） 

－

  
  

    計 40



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  
１.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のビジョンは「食を通して社会に貢献する」ことであり、株主、お客様、取引先、従業員など様々なステークホル

ダーから信用されるよう、透明性の高い公正な経営と徹底したコンプライアンス遵守を図り、企業価値を高めていくことを

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。 

  

２.コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 （1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

       当社の取締役会は取締役７名で構成され、毎月１回開催し、重要事項はすべて付議され、業績の進捗状況につきまし

ても議論し具体的な対策等が決定されております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催し、会社の方針並びに業務

執行上の重要事項を決議しております。 

       当社は、簡素化した組織体制により迅速な意思決定を図っております。特に食品に携わるものとして「安全で安心で

きる製品造り」を基本理念とし、コンプライアンスの厳守、徹底を図るため、品質管理委員会を設け、社内管理体制を

強化しております。また、お客様サービス室を通じお客様のご要望やご不満な点を直ちに経営幹部に報告できる体制を

整えております。 

  

業務執行・監視の仕組み 

  

 

  



（２） 内部監査及び監査役監査の状況 

    当社では監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、社外監査役３名で構成されており、定例取締役会、臨時取締役

会及び必要に応じて各種の会議にも積極的に参加し、取締役の業務執行を監査しております。また、内部監査の担当部門

であります管理部門や監査法人と意見交換を行うなどお互いに連携を図り、効果的な監査の実施に努めております。 

    内部監査につきましては、重要な役割であると認識しており、代表取締役社長の直接の指示のもと総務部及び経理部の

管理部門がその任に当たっております。その監査結果は代表取締役社長及び監査役に報告され、内部監査の実効性を確保

しております。 

    また、当社において、親会社の内部監査部署の定期的内部監査を受け入れ、その報告を受けるとともに、コンプライア

ンス上の課題及び効率性の観点から課題を把握いたします。 

  

（３）会計監査の状況 

    当社と中央青山監査法人との間では、商法監査及び証券取引法について監査契約を締結しております。当社の監査業務

を執行した公認会計士等は以下のとおりです。 

     業務を執行した公認会計士 

指定社員 業務執行社員    岩瀬佐千世（継続監査年数 ５年） 

指定社員 業務執行社員    福田 日武（継続監査年数 ５年）   

     会計監査業務に係る補助者の構成（主たる構成員） 

         公認会計士 ６名  会計士補 ２名  その他１名（システム専門家） 

  

（４）社外取締役および社外監査役との関係 

   ① 当社は社外取締役はおりません。 

   ② 当社の社外監査役は高尾寿郎、中井俊夫、渡辺哲夫の３名であります。 

     高尾寿郎・・・・スターゼン株式会社常勤監査役  

     中井俊夫・・・・スターゼン株式会社執行役員財務経理統括部長  

     渡辺哲夫・・・・スターゼン株式会社国内営業本部国内営業管理部部長 

  なお、当社と社外監査役との間には、資本関係はありません。 

  

３.役員報酬および監査報酬の内容 

  当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

です。 

       ①役員報酬の内容 

         社内取締役に支払った報酬    14,017千円  

         監査役に支払った報酬       5,827千円  

  

       ②監査報酬等の内容 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務（監査証明業務）の対価として当社が監査法人に支払

うべき報酬等の合計額 

                      9,000千円 

         (注) 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度

（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

  当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金    930,651 94,553 

２．売掛金 ※１  163,855 360,846 

３．商品    5,830 8,406 

４．製品    21,760 90,541 

５．原材料    44,128 194,595 

６．仕掛品    9,407 15,279 

７．貯蔵品    1,250 1,872 

８．関係会社短期貸付金    － 76,996 

９．前払費用    7,097 6,012 

10．未収入金    223 5,422 

11．その他    1,904 3,645 

12．貸倒引当金    △1,316 △1,719 

流動資産合計    1,184,793 29.4 856,453 31.6



    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産     

(1）有形固定資産 ※２   

１．建物   1,049,016 203,928  

減価償却累計額   719,062 329,953 149,386 54,541 

２．構築物   21,503 －  

減価償却累計額   9,731 11,771 － － 

３．機械及び装置   416,991 5,958  

減価償却累計額   325,615 91,376 2,799 3,159 

４．車輌及び運搬具   12,293 12,405  

減価償却累計額   11,641 651 10,366 2,038 

５．工具器具及び備品   251,918 84,597  

減価償却累計額   17,849 234,068 28,333 56,263 

６．土地    2,086,821 1,493,013 

有形固定資産合計    2,754,642 68.2 1,609,017 59.3

(2）無形固定資産     

１．営業権    － 160,000 

２．電話加入権    4,584 5,311 

３．ソフトウェア    5,157 4,661 

４．その他    1,660 2,067 

無形固定資産合計    11,402 0.3 172,040 6.3



    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産     

１．投資有価証券    49,338 26,269 

２．出資金    3,260 5,278 

３．破産更生債権等    1,331 － 

４．長期前払費用    18,933 9,073 

５．差入保証金    17,610 33,679 

６．投資損失引当金    △3,500 △3,500 

７．貸倒引当金    △1,331 － 

投資その他の資産合
計 

   85,642 2.1 70,799 2.6

固定資産合計    2,851,687 70.6 1,851,857 68.2

Ⅲ 繰延資産     

１．新株発行費    － 6,046 

繰延資産合計    － － 6,046 0.2

資産合計    4,036,480 100.0 2,714,358 100.0

      



    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金 ※１  113,748 590,590 

２．短期借入金    28,440 － 

３．一年以内返済予定の
長期借入金 

※1,2  1,993,150 67,200 

４．未払金 ※１  97,892 135,454 

５．未払費用    33,804 58,307 

６．未払法人税等    8,748 16,737 

７．未払消費税等    7,147 16,394 

８．預り金    7,035 2,103 

９．賞与引当金    25,795 80,447 

10．その他    360 409 

流動負債合計    2,316,122 57.4 967,644 35.6

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金 ※２  478,347 215,800 

２．繰延税金負債    2,968 6,451 

３．退職給付引当金    105,793 83,000 

４．長期未払金    50,000 25,000 

５．預り保証金    226 216 

固定負債合計    637,334 15.8 330,468 12.2

負債合計    2,953,456 73.2 1,298,113 47.8

      



  

  

    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※3,4  1,000,000 24.8 1,699,968 62.6

Ⅱ 資本剰余金     

(1）資本準備金 ※４ 200,000 5.0 899,968  33.1

(2）その他資本剰余金     

資本金及び資本準備
金減少差益 

  9,872 0.2 9,872  0.4

資本剰余金合計    209,872 5.2 909,840 33.5

Ⅲ 利益剰余金     

(1）当期未処理損失   125,917 1,193,716  

利益剰余金合計    △125,917 △3.1 △1,193,716 △44.0

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

   4,538 0.1 9,865 0.4

Ⅴ 自己株式 ※５  △5,469 △0.2 △9,711 △0.3

資本合計    1,083,023 26.8 1,416,245 52.2

負債資本合計    4,036,480 100.0 2,714,358 100.0

      



②【損益計算書】 

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     

１．売上高 ※１  2,828,063 100.0 4,615,617 100.0

Ⅱ 売上原価     

(1）製品売上原価     

１．製品期首たな卸高   21,692 21,760  

２．当期製品製造原価 ※１ 1,237,963 3,259,941  

合計   1,259,656 3,281,701  

３．製品他勘定振替高 ※２ 29,382 21,863  

４．製品期末たな卸高   21,760 1,208,513 42.7 90,541 3,169,296 68.7

(2）商品売上原価     

１．商品期首たな卸高   7,575 5,830  

２．当期商品仕入高   469,570 377,339  

合計   477,145 383,170  

３．商品他勘定振替高   40 216  

４．商品期末たな卸高   5,830 471,274 16.7 8,406 374,547 8.1

(3）不動産原価    7,061 0.3 3,946 0.1

売上原価合計    1,686,848 59.7 3,547,790 76.9

売上総利益    1,141,214 40.3 1,067,826 23.1



    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３   

１．役員報酬   17,319 19,844  

２．従業員給料手当   422,665 415,245  

３．賞与引当金繰入額   16,921 19,578  

４．退職給付費用   27,194 29,333  

５．法定福利費   29,683 29,994  

６．福利厚生費   29,219 30,216  

７．運賃発送費   296,547 271,621  

８．販売手数料   38,264 47,828  

９．販売促進費   29,809 19,658  

10．広告宣伝費   89,871 64,777  

11．保管料   361 340  

12．賃借料   31,080 38,513  

13．水道光熱費   15,331 15,414  

14．保険料   1,346 1,309  

15．営業権償却費   － 40,000  

16．減価償却費   32,773 28,421  

17．修繕費   1,329 1,135  

18．接待交際費   23,369 24,021  

19．旅費及び交通費   9,988 9,936  

20．通信費   14,596 14,551  

21．会議費及び諸会費   4,578 4,220  

22．図書及び印刷費   4,167 3,782  

23．事務費及び消耗品費   29,562 32,472  

24．租税公課   5,339 9,810  

25．車輌費   1,332 2,857  

26．諸手数料   47,974 43,505  

27．貸倒引当金繰入額   － 403  

28．研究開発費   21,531 17,032  

29．雑費    73,877 1,316,040 46.5 66,462 1,302,288 28.2

営業損失    174,826 △6.2 234,461 △5.1



  

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息   26,195 82  

２．受取配当金   421 923  

３．雑収入   1,983 28,599 1.0 1,763 2,768 0.1

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息 ※１ 47,871 11,682  

２．新株発行費償却   － 3,023  

３．雑損失   11,480 59,351 2.1 14,301 29,007 0.6

経常損失    205,578 △7.3 260,700 △5.6

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※４ 567 1,448  

２．貸倒引当金戻入益   802,839 －  

３．差入担保損失引当金
戻入益 

  135,332 －  

４．前期損益修正益 ※５ 18,996 －  

５．投資有価証券売却益   － 957,736 33.9 892 2,340 0.1

Ⅶ 特別損失     

１．減損損失 ※６ － 775,852  

２．固定資産売却損 ※７ 73,577 －  

３．固定資産除却損 ※８ 9,084 1,227  

４．退職給付会計変更時
差異費用処理額 

  68,125 －  

５．長期債権回収費用   36,281 －  

６．その他の特別損失   3,158 190,228 6.7 22,560 799,639 17.4

税引前当期純利益又
は税引前当期純損失
（△） 

   561,929 19.9 △1,057,999 △22.9

法人税、住民税及び
事業税 

  5,920 9,800  

法人税等調整額   － 5,920 0.2 － 9,800 0.2

当期純利益又は当期
純損失（△） 

   556,009 19.7 △1,067,799 △23.1

前期繰越損失    681,927 125,917 

当期未処理損失    125,917 1,193,716 

      



製造原価明細書 

  

（脚注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．原材料費  701,952 56.7 2,083,385 63.8 

２．労務費  305,596 24.7 633,779 19.4 

３．経費  230,796 18.6 548,649 16.8 

（うち減価償却費）  （48,809） （24,620） 

（うち賞与引当金繰入額）  （8,873） （60,868） 

当期総製造費用  1,238,345 100.0 3,265,814 100.0 

期首仕掛品たな卸高  9,024 9,407 

期末仕掛品たな卸高  9,407 15,279 

当期製品製造原価  1,237,963 3,259,941 

    

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

制度としての原価計算は採用しておりません。 同左



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

 561,929 △1,057,999 

減価償却費  84,295 54,466 

減損損失  － 775,852 

営業権償却費  － 40,000 

繰延資産償却費  － 3,023 

退職給付引当金の増減
額 

 46,133 △22,793 

貸倒引当金の減少額  △854,121 △928 

賞与引当金の増加額  3,972 54,651 

差入担保損失引当金の
減少額 

 △135,332 － 

固定資産除却損  9,084 1,227 

固定資産売却損  73,577 － 

投資有価証券売却益  － △892 

固定資産売却益  － △1,448 

営業譲受費用  － 22,500 

受取利息及び受取配当
金 

 △26,616 △1,005 

支払利息  47,871 11,682 

売上債権の増減額  17,245 △196,971 

たな卸資産の増減額  6,456 △32,374 

その他の資産の増減額  1,192 △23,798 

仕入債務の増減額  △17,872 476,842 

未払債務の増減額  △168,862 32,283 

破産更生債権等の減少
額 

 53,846 1,331 

その他  10,951 4,700 

小計  △286,247 140,349 



   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

 26,616 1,005 

利息の支払額  △47,075 △10,060 

法人税等の支払額  △4,580 △4,580 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △311,287 126,713 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △25,418 △7,102 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 586,300 357,026 

定期預金等の払い戻し
による収入 

 － 5,000 

営業譲受に伴う支出 ※２ － △435,267 

投資有価証券売却によ
る収入 

 － 32,992 

短期貸付金純増額  － △76,996 

貸付金の回収による収
入 

 694,500 － 

長期未収金の回収によ
る収入 

 104,932 － 

その他  △40,785 △3,151 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,319,528 △127,498 



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金純減少額  △11,760 △28,440 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △218,600 △2,188,497 

株式発行による収入  － 1,390,865 

自己株式の取得による
支出 

 △2,767 △4,242 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △233,127 △830,313 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 775,113 △831,097 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 150,537 925,651 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 925,651 94,553 

   



④【損失処理計算書】 

  

   
前事業年度

株主総会承認年月日 
（平成17年６月28日） 

当事業年度 
株主総会承認年月日 
（平成18年６月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

 (当期未処理損失の処理）  

Ⅰ 当期未処理損失  125,917 1,193,716 

Ⅱ 損失処理額  － － 

Ⅲ 次期繰越損失  125,917 1,193,716 

   

 (その他資本剰余金の処分）  

Ⅰ その他資本剰余金  9,872 9,872 

Ⅱ その他資本剰余金処分額  － － 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

 9,872 9,872 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は前事業年度72百万円、当事業年度174百万円の

継続的な営業損失を計上し、また、当事業年度には営業

キャッシュフローも311百万円と継続的にマイナスとな

っております。当該状況により、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消し、営業利益の黒字化を達成

するため、前期に策定した新３ヵ年中期経営計画に則

り、商品力の強化、直売店の活性化、営業の拡大、経費

削減などを推し進めてまいりました。また、当社の筆頭

株主であり、当社と業務提携しておりますスターゼン株

式会社とは人材の派遣、仕入や販売の協力強化を図り、

資金面での支援を受けてまいりました。 

しかしながら、当事業年度の上期は、例年にない天候

不順により、ハム・ソーセージの中元ギフト商品は夏型

商品におされ、量販店が秋冬デリカ商品の発売を遅らせ

たことにより計画を下回りました。下期は歳暮ギフトや

おせちは前年を上回ったものの、依然として百貨店や量

販店の売上高は前年割れの状態が続いたため当社はその

影響を受け、また、ＯＥＭ製品の受注の減少もあり、当

社の売上高および利益は計画の目標額に到達出来ずに終

わりました。 

翌事業年度においては、当社の事業の拡大と業績改善

を図るため、次の施策を行います。 

①スターゼン株式会社を引受先とする第三者割当増資を

平成17年６月６日を払込期日として行いました。この目

的は後述の営業の譲り受けに際し、自己資本を充実させ

るとともに経営基盤を安定させることにあります。これ

によって、スターゼン株式会社は、当社の発行済株式総

数の過半数を所有することになり、当社は同社の子会社

となりました。 

②スターゼン株式会社の100％子会社である株式会社栃

木ゼンチクの営業を平成17年10月１日を目途に譲り受け

する予定であります。同社はハム・ソーセージを製造し

ており、スターゼングループを通じて、スーパーや業務

用食材を提供しております。現在、当社は同社へハムな

ど一部をＯＥＭ生産委託しておりますが、この譲り受け

によって、生産の効率化、間接部門等の合理化を図ると

ともに、幅広い商品の供給体制が可能となるので業容を

拡大し、早期に経営改善を図ってまいります。 

 今まで以上に、ローマイヤならではの商品価値、ブラ

ンド価値を維持しつつ、独自性を堅持し、スターゼング

ループの一員としてハム・ソーセージや洋惣菜等の加工

食品の製造販売事業を一層強化してまいります。また、

引き続き、スターゼン株式会社からは、販売、仕入、金

融財務、製造、人材派遣など広範にわたりご協力をいた

だくとともに、当初の目的である利益体質の確立を達成

させるべく、全社一丸となって取り組んでまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 当社は前事業年度174百万円、当事業年度234百万円の

継続的な営業損失を計上しております。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当社は、自己資本を充実させるとともに経営基盤の安

定を図る目的で、平成17年６月６日にスターゼン株式会

社を割当先とする第三者割当増資を実行しましたことに

より、同社の子会社となりました。また、スターゼン株

式会社の100％子会社であるハム・ソーセージ等を製造

しております株式会社栃木ゼンチクの営業を平成17年10

月１日に譲り受けました。同社との統合の効果を最大限

に発揮させるべく、７月より取締役および監査役で構成

する経営委員会を月１回乃至２回開催して協議し、今後

の施策を策定いたしました。本計画では、金利負担を軽

減するため、９月に親会社であるスターゼン株式会社へ

工場の固定資産を売却し、量販の販売先を同社に移管し

営業部門の効率化を図るとともに、業務用製品の販売強

化、直売店の管理・販売の強化などの施策を推し進めて

まいりました。更に、資金面ではスターゼン株式会社の

資金管理システムを導入し、資金の余剰や不足を調整し

て資金の効率化を図ってまいりました。 

 しかしながら、当事業年度は、百貨店や量販店の販売

低迷やＯＥＭ受注の減少などにより売上高は計画に届き

ませんでした。また、原料価格の高止まりや原油高騰に

よる資材コストの上昇などで製造コストを計画通りには

削減できなかったことや業者間の競争激化も加わり、利

益は計画の目標額に到達出来ずに終わりました。 

 翌事業年度においては、取締役および監査役で構成す

る経営委員会を引き続き開催し、前述の実行施策の効果

を更に高める施策を策定してまいります。生産面では、

埼玉・栃木両工場の生産品目のすみわけを行い生産効率

を高めること、両工場での共同購入によるコスト低減、

仕入や在庫などの管理基準の統一化などを図ってまいり

ます。商品開発につきましては、社内横断的な開発プロ

ジェクトチームを結成し外部の専門家にも委託し安全安

心な商品づくりはもとより売れる商品づくりをすすめて

まいります。また、営業面では、業務用食材の新チャネ

ルの開拓、ギフトの販路拡大、直売店での新商品の投入

と拡売などにより売上拡大を図るとともに、人材の育成

にも力を注いでまいります。引き続き、資金面では、ス

ターゼン株式会社の資金管理システムを利用し、効率よ

く資金を管理してまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

同左 

時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  （埼玉工場） 

商品        最終仕入原価法 商品        最終仕入原価法 

製品        売価還元原価法 製品        売価還元原価法 

原材料       先入先出法による原価法 原材料       先入先出法による原価法 

仕掛品       売価還元原価法 仕掛品       売価還元原価法 

貯蔵品       最終仕入原価法 貯蔵品       最終仕入原価法 

  （栃木工場） 

  商品        個別法による原価法 

  製品        先入先出法による原価法 

  原材料       個別法による原価法 

  仕掛品       先入先出法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 ３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については定額法）を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物         17年～39年 

機械装置、車輌及び運搬具    ６年～９年 

同左 

無形固定資産 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

定額法を採用しております。 

なお、営業権は５年間の均等償却による定額法を

採用し、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

４．繰延資産の処理方法 ４．繰延資産の処理方法 

── 新株発行費 

商法施行規則に規定する最長期間（３年間）で均

等償却しております。 



  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えて当期の負担に属する

支給見込み額を計上しております。 

同左 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、直近の年金財

政計算上の責任準備金をもって退職給付債務とし

ております。 

 また、会計基準変更時差異（340,625千円）に

ついては５年による均等額を費用処理しておりま

す。 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、直近の年金財

政計算上の責任準備金をもって退職給付債務とし

ております。 

(4）差入担保損失引当金 (4）差入担保損失引当金 

担保差入に伴う損失に備えるため、当該損失見込

額を引当てております。 

── 

(5) 投資損失引当金 (5) 投資損失引当金 

関係会社株式等の価値の減少による損失に備える

ため、投資先の財政状態等を勘案し、個別検討に

よる必要額を計上しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっていま

す。 

同左 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜き方式によっておりま

す。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

────── 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日）)及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これにより税引前当期純損失は775,852千円増加し

ております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財

務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 ※１ 関係会社に係る注記 

区分掲記された科目以外で関係会社に対するもの

は次の通りであります。 

区分掲記された科目以外で関係会社に対するもの

は次の通りであります。 
  

売掛金 4,019千円

買掛金 8,584 

未払金 720 

一年以内返済予定の長期借入金 1,730,000 

売掛金 235,939千円

買掛金 303,787 

    

    

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

イ．担保差入資産 イ．担保差入資産 
  

建物 309,122千円

工具器具備品 203,814 

土地 2,082,398 
  

工具器具備品 22,300千円

土地 1,493,013 

ロ．債務の内容 ロ．債務の内容 
  

一年以内返済の長期借入金 1,932,150千円

長期借入金 107,847 

── 

  
※３  授権株数 普通株式 65,900,000株

   発行済株式総数 普通株式 20,400,000株

※３  授権株数 普通株式 65,900,000株

   発行済株式総数 普通株式 31,337,000株

※４(1）平成14年６月26日開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行っております。 

※４ 

── 
  

資本準備金 522,613千円

(2）平成14年６月26日開催の定時株主総会において

下記の資本減少を行っております。 

  

  
  

資本金 2,450,000千円

※５ 自己株式 ※５ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は普通株式69,661株

であります。 

当社が保有する自己株式の数は普通株式93,856株

であります。 

 ６ 資本の欠損の額は121,515千円であります。  ６ 資本の欠損の額は1,193,556千円であります。 

 ７ 配当制限  ７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は4,538

千円であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は9,865

千円であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

関係会社への売上高 72,983千円

関係会社よりの仕入高 227,747千円

関係会社への支払利息 20,945千円

関係会社への売上高 2,364,473千円

関係会社よりの仕入高 1,099,720千円

関係会社への支払利息 3,683千円

※２ 他勘定振替高の主な内訳は以下の通りでありま

す。 

※２ 他勘定振替高の主な内訳は以下の通りでありま

す。 
  

    製品 

販売促進費への振替  1,772千円

広告宣伝費への振替   7,760 

    製品 

販売促進費への振替  1,531千円

広告宣伝費への振替   4,604 

※３ 研究開発費の総額 ※３ 研究開発費の総額 

研究開発費の総額は21,531千円であり一般管理費

に含まれております。 

研究開発費の総額は17,032千円であり一般管理費

に含まれております。 

※４ 固定資産売却益は、建物の売却によるものです。 ※４ 固定資産売却益は、車両及び運搬具の売却による

ものです。 

※５ 前期損益修正益は、裁判上の和解成立に伴い入金

した貸付金利息のうち、前期以前に対応する金額

であります。 

※５  

── 

※６ ※６ 減損損失 

──    当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。 

 
場所 用途 種類 

損失額 

（千円） 

北海道 

釧路市 
駐車場 土地 589,384 

北海道 

室蘭市 
遊休資産 土地 1,172 

静岡県 

静岡市 
遊休資産 土地 3,250 

東京都 

目黒区 
遊休資産 

工具器具 

及び備品 
182,044 

   当社は、減損損失の算定にあたり、資産を事業の関連

性により加工食品部門及び外食関連部門にグルーピング

を行っております。また、賃貸用不動産、遊休資産等に

ついては個別物件単位にてグルーピングを行っておりま

す。 

 当事業年度において、北海道釧路市の土地については

市場価格が著しく下落したため、また、遊休資産につい

ては将来の用途が定まっていないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(775,852千

円)として特別損失に計上しております。 

  



  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   なお、上記資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しております。土地については、主に路

線価による相続税評価額を合理的に調整した価額に基づ

き評価し、工具器具備品については、専門業者による評

価額に基づき評価しております。 

※７ 固定資産売却損の内訳 ※７ 固定資産売却損の内訳 
  

土地 65,268千円

建物 3,272 

電話加入権 5,036 

計 73,577 

── 

※８ 固定資産除却損の内訳 ※８ 固定資産除却損の内訳 
  

機械及び装置 3,710千円

工具器具及び備品 3,028 

その他 2,345 

計 9,084 

機械及び装置 817千円

工具器具及び備品 313 

その他 96 

計 1,227 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  
現金及び預金残高 930,651千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △5,000千円

現金及び現金同等物の期末残高 925,651千円

現金及び預金残高 94,553千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物の期末残高 94,553千円

※２  ※２ 営業譲受により増加した資産の内訳 

──   株式会社栃木ゼンチクから営業譲受したことに伴い

増加した資産の主な内訳は以下のとおりです。 
  

  

   

   

   

流動資産 195,944千円

固定資産 216,822千円

       計 412,767千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

    
機械及び
装置 

  
工具器具
及び備品 

  

車輌及び
運搬具、
無形固定
資産 

  合計 

    千円   千円   千円   千円

取得価額
相当額 

  105,357   59,009   47,454   211,820

減価償却
累計額相
当額 

  60,291   49,276   47,053   156,621

期末残高
相当額 

  45,066   9,732   400   55,199

機械及び
装置 

工具器具
及び備品

車輌及び
運搬具、
無形固定
資産 

  合計 

千円 千円 千円   千円 

取得価額
相当額 

407,166 33,816 6,455   447,438 

減価償却
累計額相
当額 

203,969 16,517 2,563   223,050 

期末残高
相当額 

203,196 17,298 3,891   224,387 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

            ── 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

    
  

１年内 16,059千円

１年超 39,139千円

合計 55,199千円

１年内 68,318千円

１年超 162,424千円

合計 230,743千円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

            ── 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  

支払リース料 32,252千円

減価償却費相当額 32,252千円

   

支払リース料 47,211千円

減価償却費相当額 42,946千円

支払利息相当額 4,568千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とする定

額法によっている。 

同左 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

  （減損損失について） 

    リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前事業年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  次へ 

  種類 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 

(1）株式 6,171 13,678 7,506 6,451 22,769 16,317

(2）債券   

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 6,171 13,678 7,506 6,451 22,769 16,317

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの 

(1）株式 － － － － － －

(2）債券   

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 6,171 13,678 7,506 6,451 22,769 16,317

売却額 売却益の合計 売却損の合計 

33,182千円 892千円 －

種類 
前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 35,660 3,500 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および適格退職年金制度を設けております。また、従業員の退

職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 （注）１．当社が有する厚生年金基金は総合設立型であり、自社の拠出に対応する金額が合理的に算出できないため計上

しておりません。なお、厚生年金基金の会社拠出分に係る年金資産は前事業年度末において392,249千円、当

事業年度末は469,104千円であります。 

２．退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 勤務費用には日本ハム・ソーセージ工業厚生年金基金への拠出金が前事業年度は23,131千円、当事業年度は

28,062千円含まれております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 会計基準変更時差異の処理年数は５年であり、前事業年度が最終年度であります。 

    
前事業年度

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

    （千円） （千円） 

  (1）退職給付債務 △191,529 △191,403 

  (2）年金資産 85,735 108,403 

  (3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) △105,793 △83,000 

  (4）会計基準変更時差異の未処理額 － － 

  (5）退職給付引当金   (3)＋(4) △105,793 △83,000 

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

    （千円） （千円） 

  (1）勤務費用 42,244 52,889 

  (2）会計基準変更時差異の費用処理額 68,125 － 

  (3）退職給付費用 110,369 52,889 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 課税所得が発生しないため、記載を省略しております。 

  

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

  

  繰延税金資産 
前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度 

（平成18年３月31日現在）

    （千円） （千円）

  繰越欠損金 1,175,027 987,240

  貸倒引当金損金算入限度超過額 271 －

  減損損失 － 306,771

  賞与引当金損金算入限度超過額 10,199 36,091

  退職給付引当金損金算入限度超過額 41,830 32,818

  営業譲受費用 － 7,117

  その他 6,561 7,837

  繰延税金資産小計 1,233,891 1,377,877

  評価性引当額 △1,233,891 △1,377,877

  繰延税金資産合計 － －

  繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 △2,968 △6,451

  繰延税金負債計 △2,968 △6,451

  繰延税金負債の純額 △2,968 △6,451



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．役員の兼任については、平成17年３月31日現在で記載しております。 

３．原料の購入については、市場価格を勘案して、その都度価格交渉の上決定しております。 

４．商品の販売は当社の通常の納品価格によっております。 

５．資金の借入については、借入時の市場金利に準じて金利を決定しております。 

６．当社は銀行からの借入に対してスターゼン株式会社より保証を受けております。 

  

(2）役員及び個人主要株主等 

  

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

  

属性 会社名 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の
関係会社 

スターゼン
㈱ 

東京都 
港区 

9,899,754 

食肉販売及
び加工食肉
製品の製造
販売 

直接
36.16 

兼任
３名 

商品の
売買 

原料購入 227,747 買掛金 8,584

商品販売 72,983 売掛金 4,019

資金の
借入 

資金の借入 1,020,000 
長期借
入金 

1,730,000

－

当社銀行借
入に対する
債務被保証 
（注６） 

310,290 － － 

主要株主 ㈲忍総業 
東京都 
品川区 

200,000 
不動産賃貸
業 

直接
15.97 

なし
資金の
借入 

資金の返済 36,000 
長期借
入金 

319,000

属性 会社名 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 吉原 大吉 
東京都 
千代田区 

－ 弁護士 － － － 弁護士報酬 36,281 － － 



当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．役員の兼任については、平成18年３月31日現在で記載しております。 

３．原料の購入については、市場価格を勘案して、その都度価格交渉の上決定しております。 

４．商品の販売は当社の通常の納品価格によっております。 

５．資金の貸借については、市場金利に準じて金利を決定しております。 

６．設備の賃借については、市場の相場を勘案して決定しております。 

  

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

  

属性 会社名 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社等 
(親会社) 

スターゼン
㈱ 

東京都 
港区 

9,899,754 

食肉販売及
び加工食肉
製品の製造
販売 

直接
58.86 

兼任
４名 

商品の
売買 

原料購入 1,099,720 買掛金 303,787

商品販売 2,364,473 売掛金 235,939

資金の
貸借 

資金の返済 1,730,000 
長期借
入金 

－

資金の貸付 76,996 
短期貸
付金 

76,996

資産の
売買 

設備の売却 355,533 － －

賃貸借 設備の賃借 94,464 － －



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度 当事業年度

  

１．１株当たり純資産額 53円27銭

２．１株当たり当期純利益 27円33銭

１．１株当たり純資産額 45円33銭 

２．１株当たり当期純損失 36円28銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため並びに当期純損失が計

上されているため記載しておりません。 

  前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
  

当期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 
556,009 △1,067,799 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
556,009 △1,067,799 

期中平均株式数（千株） 20,342 29,432 

前事業年度 当事業年度

 当社は、平成17年５月18日開催の取締役会において、

自己資本を充実するとともに経営基盤の安定のため、ス

ターゼン株式会社（以下、「スターゼン」という）を割

当先とする第三者割当による新株式発行を行うことを決

議いたしました。本実施に伴い、スターゼンは当社の発

行済株式総数の過半数を取得し、平成17年６月６日付で

当社はスターゼンの子会社となりました。また、同取締

役会において、株式会社栃木ゼンチク（以下、「栃木ゼ

ンチク」という）を当社に統合することを目的として同

社の営業を譲り受けることを決議いたしました。 

  

  

────── 

１．第三者割当増資の内容について   

 (1)新株式発行要領        

①発行新株式数      普通株式 10,937千株   

②発行価額        １株につき 金 128円   

③発行価額の総額     1,399,936千円    

④資本組入額       １株につき 金 64円   

⑤資本組入額の総額    699,968千円   

⑥申込期日        平成17年６月３日   

⑦払込期日         平成17年６月６日   

⑧新株の配当起算日    平成17年４月１日   

⑨割当先及び株式数    スターゼン株式会社 

             10,937千株 

  

今回の増資により、平成17年６月６日付で資本金

1,699,968千円（発行済株式総数31,337千株）となりま

した。 

  



  

  

前事業年度 当事業年度

 (2)資金使途   

 借入金の返済資金および運転資金に充当いたします。   

    

２.営業の譲受について   

 (1)営業の譲受の趣旨とその内容   

 当社はスターゼンとの間で平成12年２月９日付けにて

資本・業務提携を行い、以来両社間で加工食品事業に関

わる協業を進めてまいりましたが、今般、一層の連携強

化のため、スターゼンの100％子会社である栃木ゼンチ

クを当社に統合するとともに、前記１の資本関係強化を

行い、スターゼングループと協力してハム・ソーセージ

および惣菜等加工食品類の製造・販売事業の業容拡大を

図る体制を構築できるものと考えております。これによ

って、当社は、顧客および取扱い品目の多様化、生産の

効率化、間接部門等の合理化を図り、スターゼングルー

プにおける加工食品事業の事業効率の向上を目指すもの

であります。 

  

  

 (2)譲受の相手会社   

①商号      株式会社 栃木ゼンチク   

②本店所在地   栃木県那須塩原市島方457-4   

③代表者     代表取締役社長  目黒 東   

④資本金     90百万円   

⑤事業の内容   食肉加工品製造業 

  

  

 (3)営業の譲受の内容   

 ハム・ソーセージ等食肉加工品の製造事業でありま

す。 

  

  

 (4)譲受価額および決済方法   

 譲受価額は譲受日の前日の帳簿価額を基準とし、今後

の営業及び時価等を総合的に勘案して、両社協議のうえ

決定いたします。なお、決済方法については別途協議の

うえ決定いたします。 

  

  

 (5)日程   

①平成17年５月18日   営業譲受契約書締結 

②平成17年６月28日   営業譲受承認株主総会決議 

③平成17年10月１日   営業譲受日（予定） 

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資有価証券 その他有価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額
（千円） 

(株）松屋 3,447 9,377

(株）高島屋 3,000 5,382

(株）松坂屋 5,044 5,039

(株）スターダイニングシ 

   ステム 
70 3,500

(株）丸栄 9,000 2,970

その他（３銘柄） 1,680 0

小計 22,242 26,269

計 22,242 26,269



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．当期減少額のうち主なものは、平成17年９月30日付で当社埼玉工場（埼玉県熊谷市）の建物の一部（262,337千円）、構

築物の全部（11,302千円）および機械装置の一部（81,892千円）を、総額355,533千円の帳簿価額でスターゼン株式会社

に売却したものであります。 

 ３．当期増加額には、株式会社栃木ゼンチクからの営業譲受による主な増加額が次のとおり含まれております。 

     工具器具及び備品  11,434千円 

        営業権       200,000千円 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 1,049,016 6,413 851,501 203,928 149,386 19,487 54,541

構築物 21,503 － 21,503 － － 468 －

機械及び装置 416,991 3,350 414,383 5,958 2,799 8,856 3,159

車輌及び運搬具 12,293 2,079 1,968 12,405 10,366 551 2,038

工具器具及び備品 251,918 17,140 
184,460
(182,044) 

84,597 28,333 12,586 56,263

土地 2,086,821 － 
593,807
(593,807) 

1,493,013 － － 1,493,013

有形固定資産計 3,838,544 28,983 
2,067,624
(775,852) 

1,799,903 190,886 41,951 1,609,017

無形固定資産   

営業権 － 200,000 － 200,000 40,000 40,000 160,000

電話加入権 4,584 727 － 5,311 － － 5,311

ソフトウェア 9,633 1,620 － 11,253 6,591 2,115 4,661

その他 2,329 691 － 3,020 952 283 2,067

無形固定資産計 16,546 203,038 － 219,584 47,544 42,399 172,040

長期前払費用 51,614 560 305 51,869 42,796 10,115 9,073

繰延資産   

新株発行費 － 9,070 － 9,070 3,023 3,023 6,046

繰延資産計 － 9,070 － 9,070 3,023 3,023 6,046



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のもの除く）の決算後５年間の返済予定額は以下のとおりである。 

２．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額は、第三者割当増資によるものであります。 

    ２．当期末における自己株式数は93,856株であります。 

３．当期増加額は、第三者割当増資による株式払込剰余金であります。 

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 28,440 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,993,150 67,200 2.5% － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 478,347 215,800 2.5% 平成22年 

合計 2,499,937 283,000 2.5% － 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金 67,200 67,200 67,200 14,200 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円）(注１） 1,000,000 699,968 － 1,699,968

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注１,２） （株） (20,400,000) (10,937,000) (－) (31,337,000)

普通株式 （千円） 1,000,000 699,968 － 1,699,968

計 （株） (20,400,000) (10,937,000) (－) (31,337,000)

計 （千円） 1,000,000 699,968 － 1,699,968

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金（注３) 

  200,000 699,968 － 899,968

(その他資本剰余金)
資本金及び資本準備金
減少差益 

  9,872 － － 9,872

計   209,872 699,968 － 909,840

利益準備金及
び任意積立金 

(利益準備金)   － － － －

(任意積立金)   － － － －

計   － － － －



【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、1,316千円は洗替えによる戻入額であり、32千円は債権回収に伴う戻入額で

あります。 

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 2,647 1,719 1,299 1,348 1,719

賞与引当金 25,795 80,447 25,795 － 80,447

投資損失引当金 3,500 － － － 3,500



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１．現金及び預金 

  

２．売掛金 

（A）相手先別内訳 

  
(B）売掛金回収及び滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額（千円）

現金 2,169 

預金 

当座預金 4,132 

普通預金 74,198 

郵便貯金 14,053 

預金小計 92,383 

合計 94,553 

相手先 金額（千円）

スターゼン（株） 235,939 

ハインツ日本（株） 17,530 

（株）松屋 10,143 

（株）山久 9,985 

関東商事（株） 8,897 

その他 78,349 

合計 360,846 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期減少高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 回転率(Ｅ）（回） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

（Ｂ ÷ 
Ａ ＋ Ｄ
────
２ 

） 365 ÷ (Ｅ） 

163,855 4,846,398 4,649,406 360,846 92.8 18.5 19.8



３．たな卸資産 

  

② 流動負債 

１．買掛金 

  

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

  

② 訴訟 

 特記事項はありません。 

  

  

科目 内容 金額（千円） 

商品 スモークサーモン・マスタード・その他 8,406 

製品 惣菜・食肉加工品・その他 90,541 

原材料 豚肉・牛肉・その他 194,595 

仕掛品 惣菜・食肉加工品・その他 15,279 

貯蔵品 包装資材・燃料・その他 1,872 

計 310,696 

相手先 金額（千円）

スターゼン（株） 303,787 

小堺化学工業（株） 28,570 

（株）松永商会 20,478 

曽我（株） 20,237 

（株）ニチレイ 17,577 

その他 199,937 

合計 590,590 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 －月－日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社  

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本支店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき 200円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社  

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 自社製品贈呈他



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等であるスターゼン株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しております。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第71期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第72期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 平成17年５月18日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

 平成17年５月18日関東財務局長に提出 

(5）臨時報告書 

 平成17年６月６日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書であります。 

(6）臨時報告書 

 平成17年12月９日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２８日

ロ ー マ イ ヤ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているローマイヤ株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ローマイヤ株式会社

の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度１７４百万円の継続的な営業損失を計上し、また、当事

業年度には営業キャッシュ・フローも３１１百万円と継続的にマイナスの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ている。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 
  
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年６月６日を払込期日とする第三者割当増資を実施し、並びに、平成１

７年５月１８日に株式会社栃木ゼンチクとの営業譲受契約書を締結し、平成１７年６月２８日の株主総会で承認決議されている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 瀬 佐千世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ロ ー マ イ ヤ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているローマイヤ株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ローマイヤ株式会社

の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度２３４百万円の継続的な営業損失を計上しており、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 ２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 瀬 佐千世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 
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